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【参考】 「GI基金（グリーンイノベーション基金）」の進捗 

◼ 2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、２兆円の基金（現在約2.8兆円）を造成し、官民で野心的
かつ具体的目標を共有した上で、経営の最重要課題として取り組む企業に対して最長１０年間、革新的技
術開発を中心に、社会実装までを視野に支援。 

◼ これまでに20プロジェクトを組成し、２兆円を超える支援先が決定。① CO2の排出量を大幅に削減する水素
還元製鉄、②日本発の次世代型太陽電池であるペロブスカイト太陽電池、③水素を大量に輸送する液化水
素運搬船、④アジア等の脱炭素に大きく貢献するアンモニア専焼、⑤次世代の全固体型蓄電池等の分野で、
世界トップレベルの技術開発が進展。その成果に対して、具体的なニーズも顕在化し始めている状況。 

◼ 「技術で勝って、ビジネスでも勝つ」ため、開発した技術の社会実装に向けて、GX政策全体の中で、規制改革、
標準化、国際連携、さらには導入支援等の政策も総合的に講じながら取組を推進。 
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水素還元高炉 
• 既存高炉（5,000ｍ3規模）で、これまでの
技術開発成果を活用した実証を実施し、 
2030年にCO2排出削減率30%以上の達成
を目指す。 

• 本取組の成果も活用し、業界全体で、早期に 
1,000万トン超のグリーンスチールの供給を目
指す。 

 

 

 

 

 

 

 

出所：日本製鉄提供 

GXの進捗状況 

ペロブスカイト太陽電池 液化水素運搬船 

• 30cm幅のロール・ツー・ロール製造プロセスを
構築し、耐久性10年相当、発電効率15%を
達成。 

• 1m幅での量産技術確立及び変換効率・耐久 
性の向上を目指す。 

• 併せて、GX移行債による製造設備支援も活用
し、2030年を待たずに早期にGW級の量産体
制の構築を目指す。 

• 液化水素を長期輸送できる舶用タンクの設計
完了。 

• 今後、液化水素の出荷基地、液化水素運搬船、
受入基地を建設し、輸送実証等を予定。 

• 実証成果が示されることを前提に、既に複数の               
国内外事業者から船への引き合いあり。 

• 水素供給コスト（船上引渡）30円/Nｍ3の
海上輸送技術確立を目指す。 

 

  

出所：積水化学工業 HPより 

 

 
出所：川崎重工業提供 
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への業態転換等を支援。 
31

 

【参考】中小・中堅企業のGX推進に向けた施策の強化 

 

きめ細やかな相談受付体制 活用し得る支援メニュー（例） 

１．省エネ補助金 今後３年間で7,000億円規模の支援策 
【令和５年度補正：1,160億円／国庫債務負担行為を含む総額は、2,325億円】 

⚫ 工場のボイラや工業炉、ビルの空調設備や業務用給湯器などの設備更新を支援する 

「省エネ補助金」について、複数年の投資計画に切れ目なく対応する仕組みを適用。
また、中小企業等による脱炭素につながる電化・燃料転換を促進する類型を新設。 

２．建築物のゼロエミッション化等 
【令和５年度補正：111億円／国庫債務負担行為を含む総額は339億円】 

⚫ 高効率の空調や照明、断熱材等の導入を一体で進めることで、既存の業務用建築物 

（オフィス、教育施設、商業施設等）を効率的に省エネ改修する支援策を新設。 

３．CN投資促進税制 
⚫ 産競法の計画認定を受けた脱炭素化に資する設備導入を促進。適用期間を長期化 

（認定期間：2年以内＋設備導入期間：認定日から3年以内）するとともに、中小
企業に対する措置を拡充。（税額控除（最大14%）又は特別償却50%） 

４．低炭素リース信用保険制度 
⚫ 中小企業等がリースによる低炭素設備の導入を行いやすくするため、「低炭素投資促 

進機構（GIO）」がリース事業者のリスクを一部補完（50％を保険金として支払い）。 

５．ものづくり補助金／事業再構築補助金 
【2,000億円の内数（令和５年度補正）／6,000億円規模の基金の内数】 

⚫ GXに資する革新的な製品・サービスの開発、技術開発や人材育成を伴うグリーン分野 

中小・中堅企業のGXに向けて、中小機構のCN相談窓口から、専門的な省エネ診断に至るまで、きめ細やかな体制を

整備。よろず支援拠点や商工会議所等においても、経営相談に来るGXに意欲のある事業者に窓口を紹介。 

さらに、省エネ設備の投資支援を含めて、支援メニューを抜本強化。 

中小機構の 
CN相談窓口 

（オンライン＋α） 

橋渡し 

中小
企業 

 
中堅 
企業 

省エネ診断 
（窓口は全国をカバー） 

*令和６年は案件倍増へ 

CN相談
の橋渡し 

よろず支援拠点・
商工会議所等* 
*地銀・信金等の役割も重要 

産業構造 

CN対応に
向けた相談 

省エネに
向けた診断 

身近な 
経営相談 
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「水素社会推進法」の概要
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水素サプライチェーン構築に向けた体制整備

⚫ エネルギー政策（S＋3E）を大前提として、 GX実現に向けた低炭素水素等の商用規模のパイ
ロットサプライチェーンを構築する供給事業者に対し、既存原燃料と低炭素水素等の①価格差に
着目した支援、周辺の潜在的ニーズの発掘・集積を促し、我が国産業の国際競争力強化にも資
する②拠点形成を支援する

出典：総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第54回会合）資料［2023年12月18日］より作成
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価格差に着目した支援

⚫ 低炭素水素等の供給に向け、各国でプロジェクトの検討が進められているところ、我が国でも、S+3Eを大前提と
した GX実現に向けて、まずは国内における水素等の製造、供給体制の構築に取り組むことが重要。しかしなが
ら、当面の間は、国内の再生可能エネルギー電力が高いこと等から、国内での水素等製造は小規模であり、海
外から水素等を輸入するコストに比べて高いとの見方もある

⚫ 他方、再生可能エネルギーが出力制御される局面においては、余剰電力価格が安いことに加え、調整力として
再生可能エネルギーの更なる導入拡大に資することを踏まえれば、国内製造ポテンシャルを最大限生かして利
活用を推進していく必要がある

⚫ こうした観点から、例えば、既存燃料との価格差に着目した支援を行う場合に、エネルギー安全保障を強化する
観点から、十分な価格低減が見込まれ、将来的に競争力を有する見込みのある国内事業を最大限支援する
ことが考えられる

⚫ 加えて、水素等は多分野における活用が期待され、国内で製造可能な水素等の供給量では賄えない規模の
供給が必要になることが想定される上、世界では既に権益獲得競争が始まっていることから、安価かつ大量に水
素等の供給が可能な国産技術等を活用して製造された水素等の輸入についても支援することが考えられる

出典：GX実現に向けた投資促進策を具体化する「分野別投資戦略」取りまとめ資料［2023年12月22日］ 9



拠点整備支援

⚫ 今後大量に必要となる水素等を安定・安価に供給するには、大規模な需要創出と効率的なサプラ
イチェーン構築の両者を可能とするようなカーボンニュートラル燃料供給拠点の形成を促していくこと
が重要

出典：GX実現に向けた投資促進策を具体化する「分野別投資戦略」取りまとめ資料［2023年12月22日］10



⚫ 2050年のCN実現に向けては、本年2月10日に閣議決定された「GX実現に向けた基本方針」に
おいてその方向性がまとめられ、今後は地域においてもその内容を具体化していく段階

⚫ 近畿経済産業局では、特に関西に集積する中堅・中小企業を対象に、地域の自治体・支援機関
等との連携によるCNに向けた面的な取組を強化する

【近畿経済産業局】 地域におけるGX推進の取組 (令和5年度)

中堅・中小企業のCN推進 CN推進に向けた重点取組

普及啓発・PR セミナー、事例の横展開、メディアツアー等

約2割

▶省エネ等支援施策の利用促進

▶省エネ等取組事例の発信

省エネ等の
一層の推進

▶ものづくり中小企業の水素産業参入に向けた支援

▶水素・アンモニアサプライチェーン構築や利活用拡大 

水素・アンモニア等
の利活用推進

▶優良事例の発掘、ステークホルダーのつながり強化循環経済の促進

地域や産業界等を通じた面的支援

▶域内のCN支援人材の育成、ネットワーク強化支援機関アプローチ

▶個々の自治体のニーズ・取組状況を踏まえた
 部門横断的なCNの取組の支援

自治体アプローチ

▶工業団地等に近接立地する複数の企業に
 対する支援策の検討やモデルケースの構築工業団地アプローチ

▶各種業界の取組把握や、業界全体のエネ
 ルギー効率改善の検討

業界アプローチ

企業の新たなアクションを後押し

日本のCO2排出量
11.5億t※

※ 環境省「2020年度（令和2年度）温室効果ガス排出量」https://www.env.go.jp/earth/ondanka/ghg-mrv/emissions/index.html 11



【近畿経済産業局】中堅・中小企業の面的カーボンニュートラル支援プロジェクト

• 地域の支援機関や自治体等と連携した、複数の中堅・中小企
業への直接的または間接的な支援

• 令和5年度は、 4つのアプローチで実施
（①支援機関、②自治体、③工業団地、④業界）

• 個別の情報提供や相談対応、補助金交付等を
通じた、中堅・中小企業への直接的な支援

• 対象となる支援者数やきめ細やかな相談対応等
には限界あり

⚫ CNに向けた支援をより多くの企業に効率的かつ効果的に伝えていくため、中小企業等の取組をサ
ポートする支援機関や自治体等との連携による面的な支援を強化する。

⚫ 2030年時点のGHG排出量46%削減（2013年度比）及びそれに伴う企業の成長につなげる
ことを目指し、中堅・中小企業への支援ノウハウや支援体制の観点からモデルとなり得る面的支援
事業30件の創出等を支援する。
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【近畿経済産業局】攻めのGXに取り組む関西企業

関西おもしろ企業事例集 KIZASHI Vol.26 「“攻めのGX”スタートアップが拓く、成長型の脱炭素社会」編

⚫ 温室効果ガスの排出抑制だけではなく、それを企業成長の機会と捉えて事業展開する“攻めの
GX”に取り組み、脱炭素と経済成長を両立することが重要であり、そのキープレーヤーとしてスタート
アップへの期待が高まっている。

⚫ 近畿経済産業局では、攻めのGXに取り組むスタートアップ等を８社紹介。

株式会社SIRC

掲載企業

株式会社タンソーマンGX

株式会社Eサーモジェンテック

スフェラーパワー株式会社

株式会社Eプラス

株式会社OOYOO

株式会社ベホマル

株式会社ユニックス

CO2排出量把握と削減検証が可能な、
取付け簡単IoT電力センサユニット

費用面と作業面の負担を軽減した、
CO2排出量の見える化SaaS

低温排熱からエネルギーを取り出す、
フレキシブル熱電発電モジュール

都市部での発電や非常用自立電源、
水素製造にも貢献する球状太陽電池

排ガス等から回収したCO2を、
燃料化や肥料・資材に再資源化する技術

省スペース・省エネでCO2回収可能な、
高性能ガス分離膜技術

プラスチックに添加し大気中からCO2を吸
収する、バイオマスCO2吸着材

大気中のCO2を素早く吸着できる、
ハニカム構造のCO2回収材

▼事例集はこちら



⚫ 多様な主体による水素利活用を促進するため、企業、自治体、研究機関等のステークホルダーと
協力し、足下の数年間は水素関連市場の拡大に向けた3本柱の取組を中心に進める

【近畿経済産業局】水素利活用促進プロジェクト

令和5年度の取組（3本柱）

関西水素産業
交流ラウンジ

→ 産官学金等のあらゆる水素関係者が集う交流イ
ベント「関西水素産業交流ラウンジ」の開催

【第1回（10月26日(木)）】 
登壇企業：日本エア・リキード合同会社、島津製作
所、神戸工業試験場、アルマテック、大阪大学、大
阪府、兵庫県
【第2回（2月22日(木)）】 
登壇企業：阪神機器、ヤマト・H2EnergyJapan、
神戸大学、京都府、川重冷熱工業、日立造船、パ
ナソニック

市場参入促進 利活用促進

①水素関連企業データ集への掲載

②メディア等を通じたPR

【イメージ】

【現状】
掲載数：35社
掲載場所：近畿経済産業局
WEBサイト
【掲載企業の声】
掲載をきっかけに引き合いの問い
合わせがあった

→ 事例集・メディア等を通じたPRの実施

【イメージ】 自治体

中堅・中小企業研究機関

大企業

■ 関係者間の交流促進イベント

■ 先進的アプリケーション開発等の後押し

→ 各種支援制度（Go-Tech、事業再構築補助金、
ものづくり補助金等）の活用支援

企業価値の
向上・普及
啓発促進へ

燃料拠点整備

■ 燃料拠点化に向けた支援

→ 水素・アンモニアの燃料拠点化に向けて自治体伴
走支援や国施策等の情報提供の実施

【イメージ】

①自治体伴走支援

→ 自体のニーズ・取り組み状況に沿った支援を実施

②情報提供

→ 取組事例の情報収集を行い、各自治体・企業に
沿った 情報提供を実施

■ 既参入企業の取組・成功事例等の紹介

近畿経済産業局
情報発信・
取材アレンジ

※ 経済産業省が検討している「効率的な水素・アン
モニア供給インフラの整備支援制度」等の活用を
目指す取組を支援

企業

自治体

協力・協働

伴走支援

情報提供

近畿経済産業局
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中堅・中小企業のカーボンニュートラル（CN）支援策

（出所）経済産業省 中小企業のカーボンニュートラル支援策（2023年4月）
15



お問合せ先
近畿経済産業局 総合エネルギー広報室
TEL：06-6966-6041

事業者のカーボンニュートラル（CN）に向けた取組を支
援すべく、経済産業省が行っている予算事業のうち、CNに
関連する補助金や支援策についてまとめた「CN関連・施策
マップ」を作成しました。
本マップは1ヶ月に2回を目安に随時更新しており、補助

金の公募開始やその他の最新情報を得ることができます。
CNに向けた各種取組を検討されている事業者の皆様、ぜ
ひご活用ください！

カーボンニュートラル関連・施策マップ

関西企業等の取り組み事例
～コツコツ減らそう！我が社のCO2削減のコツ～

本事例集では、➀CNに取り組む企業・団体等、
②それらの事業者をサポートする企業の取組事例を紹
介しています。 
あらゆる業種の方々に、自社に合った取組のヒントを見

つけて いただくため、製造業はもちろん、小売業や教育
機関等、幅広 く事例を掲載しています。「CNに取り組み
たいけど具体的に何から始 めたらいいのかわからない...」 
といった中小企業等の方々にとって、CN実現に向けた活
動の“きっかけ”となると幸いです。

お問合せ先
近畿経済産業局 総合エネルギー広報室
TEL：06-6966-6041

近畿経済産業局ではカーボンニュートラルに向けた取組を応援しています

16



近畿地方環境事務所と連携し、カーボンニュートラルに向
けた取組イメージを分かりやすく伝える広報ツールとしてリー
フレットを作成しました。
この度、当リーフレットを実際に活用して企業のカーボン

ニュートラル支援を行う自治体、産業支援機関、金融機
関の方々の声を反映し、バージョンアップしました！

カーボンニュートラル入門リーフレット

お問合せ先
近畿経済産業局 カーボンニュートラル推進室
TEL： 06-6966-6055

省エネ相談窓口

エネルギー対策課では省エネルギーの推進に向け「省エネ相
談窓口」を令和４年度より開設いたしました。省エネルギーの
取組は、企業の経営コストの削減にもつながります。ぜひ、お
気軽にご相談ください！
ご相談は、原則、窓口面談（リアル）、事前予約制です。

電話予約の際に相談概要等をお聞きします。

予約電話番号：06-6966-6051
（平日9:00～17:00（12:00-13:00除く））

担当：近畿経済産業局 エネルギー対策課

水素の入門書・水素関連データ集

お問合せ先
近畿経済産業局 カーボンニュートラル推進室
TEL： 06-6966-6055

カーボンニュートラルに向けて期待のかかる「水
素」を1 人でも多くの方に知っていただくために、特
に水素分野へ未参入の企業、大学、自治体や
地域産業支援機関の皆様に向けて入門書を作
成しました。
また、関西に拠点を持ち、水素分野に参入され

た企業の一例を紹介するデータ集を作成しました。
ぜひご活用ください。

近畿経済産業局ではカーボンニュートラルに向けた取組を応援しています
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●カーボンニュートラル社会の実現に向
 けた取組や支援策の普及啓発

●水素などの新エネルギーの利活用
 促進および産業化の推進

電話番号
06-6966-6055

電話番号
06-6966-6018

電話番号
06-6966-6051（省エネルギー関係）

06-6966-6043（再生可能エネルギー関係）

電話番号
06-6966-6046

電話番号
06-6966-6055

カーボンニュートラル推進室 環境・資源循環経済課

エネルギー対策課 電力・ガス事業課 資源・燃料課

●家電リサイクル法や容器包装リサイ
 クル法等の円滑な推進

●環境産業の育成

●省エネルギー・再生可能エネルギー
 の推進及び関連法の執行

●電気事業に関する業務
●電力の需給調整
●電力需要の統計調査の実施
●ガス事業の実施や料金の認可申請
 等の審査

●生産・経営状況の把握

●石油製品販売等への指導
●給油所等への検査
●鉱業権の設定等及び鉱山の操業
 に関する指導・監督

近畿経済産業局 資源エネルギー環境部 お問い合わせ先

電話番号
06-6966-6041

資源エネルギー環境課
（総合エネルギー広報室）

●エネルギー行政に関する総合調整
●広報
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